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【指針本文】 

１－３ 工事施工段階 

（施工条件の変化等に応じた適切な設計変更） 

施工条件を適切に設計図書に明示し、設計図書に示された施工条件と実際の工事現

場の状態が一致しない場合、設計図書に明示されていない施工条件について予期する

ことのできない特別な状態が生じた場合、その他受注者の責によらない事由が生じた

場合において、必要と認められるときは、設計図書の変更及びこれに伴って必要とな

る請負代金の額や工期の変更を適切に行う。その際、工期が翌年度にわたることとな

ったときは、繰越明許費を活用する。 

また、労務単価、資材・機材等の価格変動を注視し、賃金水準又は物価水準の変動

により受注者から請負代金額の変更（いわゆる全体スライド条項、単品スライド条項

又はインフレスライド条項等）について請求があった場合は、変更の可否について迅

速かつ適切に判断した上で、請負代金額の変更を行う。 

【解 説】 
 ○ 適切に設計図書の変更（施工条件）   １） 

設計図書の変更に係る手続については、公共工事標準請負契約約款第 18 条において、以下のと

おり定められている。 

【設計図書の変更に係る手続】 
（条件変更等） 

第十八条 受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見したとき

は、その旨を直ちに監督員に通知し、その確認を請求しなければならない。 
一 図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと（これらの

優先順位が定められている場合を除く。）。 
二 設計図書に誤謬又は脱漏があること。 
三 設計図書の表示が明確でないこと。 
四 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又は人

為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。 
五 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状態が生

じたこと。 
２ 監督員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事実を発見し

たときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、受注者が立会

いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができる。 
３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示する必要

があるときは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終了後〇日以内に、その結果を受注者

に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知できないやむを得ない理由があるとき

は、あらかじめ受注者の意見を聴いた上、当該期間を延長することができる。 
４ 前項の調査の結果において第一項の事実が確認された場合において、必要があると認められ

るときは、次の各号に掲げるところにより、設計図書の訂正又は変更を行わなければならない。 
一 第一項第一号から第三号までのいずれかに該当し設計図書を訂正する必要があるもの発

注者が行う。 
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二 第一項第四号又は第五号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴うも

の発注者が行う。 
三 第一項第四号又は第五号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を   
伴わないもの 発注者と受注者とが協議して発注者が行う。 

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必要がある

と認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要

な費用を負担しなければならない。 
出典）「公共工事標準請負契約約款」（昭和 25 年２月（最終令和元年 12 月）中央建設業審議会） 

 
国土交通省では、営繕工事の請負契約締結後における積算数量に関する協議の円滑化に資する

ため、入札時において発注者が入札時積算数量書を示し、入札参加者が入札時積算数量書に記載

された積算数量を活用して入札に参加することを通じ、工事請負契約の締結後において、当該積

算数量に疑義が生じた場合に、入札時積算数量書に基づき、積算数量に関する協議を行うことと

する入札時積算数量書活用方式を導入している。 

 
 ○ 適切に設計図書の変更（追加工事等）   ⅰ）２） 

追加工事等に関する適切な契約変更については、国土交通省が作成した「発注者・受注者間にお

ける建設業法令遵守ガイドライン」において、以下のとおり記載されている。 

【追加工事等に伴う追加・変更契約】  
建設業法第１９条第２項では、請負契約の当事者は、追加工事又は変更工事（工事の一時中

止に伴う中止期間中の工事現場の維持、工事体制の縮小及び工事の再開準備を含む。以下「追

加工事等」という。）の発生により当初の請負契約書（以下「当初契約書」という。）に掲げる

事項を変更するときは、その変更の内容を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付

しなければならないこととなっている。これは、当初契約書において契約内容を明定しても、

その後の変更契約が口約束で行われれば、当該変更契約の明確性及び正確性が担保されず、紛

争を防止する観点からも望ましくないためであり、災害時等でやむを得ない場合を除き、原則

として追加工事等の着工前に、契約変更を行うことが必要である。 
工事状況により追加工事等の全体数量等の内容がその着工前の時点では確定できない等の

理由により、追加工事等の依頼に際して、その都度追加・変更契約を締結することが不合理な

場合は、発注者は、以下の事項を記載した書面を追加工事等の着工前に受注者と取り交わすこ

ととし、契約変更等の手続については、追加工事等の内容が確定した時点で遅滞なく行う必要

がある。 
①受注者に追加工事等として施工を依頼する工事の具体的な作業内容 
②当該追加工事等が契約変更等の対象となること及び契約変更等を行う時期 
③追加工事等に係る契約単価の額 

出典）「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン」（平成 23 年８月国土交通省） 
 
 
                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）「建設業法」第 19 条の３（不当に低い請負代金の禁止） 
（参考資料） 
１）「公共工事標準請負契約約款」（昭和 25 年２月（最終令和元年 12 月）中央建設業審議会） 
２）「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン」（平成 23 年８月国土交通省） 
３）「営繕工事における入札時積算数量書活用方式の実施について」（平成 29 年３月国土交通省） 
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追加工事等に要する費用を受注者に一方的に負担させることは、建設業法第 19 条の３の不当に

低い請負代金の禁止に違反するおそれがある。 

【追加工事等に要する費用の一方的な負担】  
追加・変更契約を行う場合には、追加工事等が発生した状況に応じ、当該追加工事等に係る

費用について、発注者と受注者との間で十分協議を行い決定することが必要である。発注者が、

受注者に一方的に費用を負担させたことにより、請負代金の額が当初契約工事及び追加工事等

を施工するために「通常必要と認められる原価」に満たない金額となる場合には、受注者の当

該発注者への取引依存度等の状況によっては、建設業法第１９条の３の不当に低い請負代金の

禁止に違反するおそれがある。 
出典）「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン」（平成 23 年８月国土交通省） 

 
 ○ いわゆる全体スライド条項、単品スライド条項又はインフレスライド条項   １）２）３）４）５）

６）７） 

公共工事標準請負契約約款第 25 条においては、賃金水準又は物価水準の変動による、請負代金

額の変更（いわゆる全体スライド条項、単品スライド条項又はインフレスライド条項）について規

定されており、各発注者は、その請求があった場合は、変更の可否について、迅速かつ適切に判断

した上で、請負代金額の変更を行うことが必要である。 
全体スライド条項は、請負契約締結の日から 12 ヶ月を経過した後に、請負代金額の変更を請求

することができることとしており、長期にわたる工事期間中の比較的緩やかな価格水準の変動に

対応している。 
単品スライド条項は、特別な要因により特定資材の価格に著しい変動が生じた場合に、請負代

金額の変更を請求することができる。 
インフレスライド条項は、予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内にお

いて急激なインフレーション又はデフレーションを生じた場合に、請負代金額の変更を請求する

ことができることとしている。 
国土交通省では、インフレスライド条項の運用基準を定めたところである。 

【全体スライド条項】 
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【単品スライド条項】 

 
 

【インフレスライド条項】 

 

出典）国土交通省作成資料 
 

 
                        
（参考資料） 
１）「公共工事標準請負契約約款」（昭和 25 年２月（最終令和元年 12 月）中央建設業審議会） 
２）「工事請負契約書第 25 条第１項～第４項（全体スライド条項）運用マニュアル（暫定版）」 

（平成 25 年９月国土交通省） 
３）「工事請負契約書第 25 条第５項の運用について」（平成 20 年６月（最終平成 31 年３月）国土交通省） 
４）「工事請負契約書第 25 条第５項の運用の拡充について」（平成 20 年９月国土交通省） 
５）「賃金等の変動に対する工事請負契約書第 25 条第６項の運用について」（平成 26 年１月（最終平成 31 年

3 月）国土交通省） 
６）「賃金等の変動に対する工事請負契約書第 25 条第６項（インフレスライド条項）運用マニュアル（暫定版）」

（平成 26 年１月国土交通省） 
７）「賃金等の変動に対する工事請負契約書第 25 条第６項（インフレスライド条項）運用マニュアル（暫定版）

（営繕工事版）」（平成 26 年２月国土交通省） 
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【指針本文】 

（工事中の施工状況の確認等） 
入契法第 15 条第１項の規定により読み替えて適用される建設業法第 24 条の７1）（施

工体制台帳の作成等）又は建設業法第 22 条（一括下請負の禁止）若しくは第 26 条（主

任技術者及び監理技術者の設置）等に違反していると疑うに足りる事実があるときは、

下請業者等も含め工事中の施工状況を確認の上で、入契法第 11 条に基づき、建設業許

可行政庁等に通知する。 

当該通知の適切な実施のために、現場の施工体制の把握のための要領 2）を策定し、

必要に応じて公表するとともに、策定した要領に従って現場の施工体制等を適切に確

認するほか、一括下請負など建設業法違反の防止の観点から、建設業許可行政庁等と

の連携を図る。 

また、建設業法において、元請負人は下請代金のうち労務費相当については現金で

支払うよう適切に配慮することが規定されたことや、品確法において、公共工事等に

従事する者の賃金や適正な労働時間の確保等、下請業者を含め適正な労働環境の確保

を促進することが規定されたことを踏まえ、発注者は、下請業者への賃金の支払いや

適正な労働時間確保に関し、その実態を把握するよう努める。 

工事期間中においては、その品質が確保されるよう、監督を適切に実施する。低入

札価格調査の基準価格を下回って落札した者と契約した場合等においては、適切な施

工がなされるよう、通常より施工状況の確認等の頻度を増やすことにより重点的な監

督体制を整備する等の対策を実施する。 

適正かつ能率的な施工を確保するとともに工事に関する技術水準の向上に資するた

め、出来形部分の確認等の検査やその他の施工の節目（不可視となる工事の埋戻しの

前など）において、必要な技術的な検査（以下「技術検査」という。）を適切に実施す

る。 

また、ICT を積極的に活用し、検査書類等の簡素化や作業の効率化を実施するとと

もに、必要に応じて発注者及び受注者以外の者であって品質管理に係る専門的な知識

又は技術を有する第三者による品質証明制度や ISO9001 認証の活用に努める。 

技術検査については、施工について改善を要すると認めた事項や現地における指示

事項を書面により受注者に通知する。この技術検査の結果は工事の施工状況の評価（以

下「工事成績評定」という。）に反映させる。 
 

            

参考 

1)建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律（令和元

年法律第 30 号）の施行により、令和２年 10 月１日以降第 24 条の８に移行。 

2）例えば、「工事現場等における施工体制の点検要領」（国土交通省）など。 

【解 説】 

 ○ 施工体制台帳   ⅰ） 

施工体制台帳は、下請業者など工事施工を請け負う全ての業者名、各業者の施工範囲、各業者の

技術者氏名等を記載した台帳をいい、入札契約適正化法第 15 条第２項に基づき発注者に提出しな

ければならないこととされている。 
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【施工体制台帳の構成と記載範囲】 

 
出典）国土交通省作成資料 

 

 ○ 施工体制の把握のための要領   １）２） 

適正化指針において、発注者は、現場の施工体制の把握を徹底するため要領の策定等により統

一的な監督の実施に努めることとされている。 
国土交通省では、「施工体制台帳等活用マニュアル」や「施工体制点検要領」を策定している。 

【施工体制台帳等活用マニュアル（チェックリスト）】  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
出典）「施工体制台帳等活用マニュアル」（平成 15 年 11 月（最終平成 31 年 3 月）国土交通省） 
 
                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）入札契約適正化法 第 15 条第２項（適正化指針の策定等） 
（参考資料） 
１）「工事現場等における施工体制の点検要領」（平成 13 年 3 月国土交通省） 
２）「施工体制台帳等活用マニュアル」（平成 15 年 11 月（最終平成 31 年 3 月）国土交通省） 
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 ○ 現場の施工体制等を適切に確認、建設業許可行政庁等との連携   １）２） 

公共工事の適正な施工を確保するためには、元請業者だけではなく、下請業者についても適正

な施工体制が確保されていることが重要である。このため、適正化指針において、施工体制台帳に

基づく点検等により、元請下請を含めた全体の施工体制を把握し、必要に応じ元請業者に対して

適切な指導を行うこととされている。 

【施工体制台帳等の活用】 
３．施工体制等の確認に当たっての留意事項 
（３）入札契約適正化法に基づく発注者と許可行政庁の連携 
公共工事の発注者は、一括下請負等不正行為があると疑うに足りる事実があるときは、許

可行政庁に通知しなければならない。許可行政庁においては、発注者から通知を受けた事案

等に対して工事現場への立ち入り検査等を行い、不良・不適格業者の排除のより一層の推進

を図ることが望ましい。国土交通省においては、平成１９年度から地方整備局等に「建設業法

令順守推進本部」を設置し、大臣許可業者を対象とした工事現場への立入検査等に鋭意取り

組んでいるところであり、都道府県や市町村等からの通知に対しても積極的に対応していく

こととしている。 
出典）「施工体制台帳等活用マニュアル」（平成 15 年 11 月（最終平成 31 年 3 月）国土交通省） 

 

【発注者及び許可行政庁における施工体制台帳の活用事例集】  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

出典）「施工体制台帳等活用マニュアル」（平成 15 年 11 月（最終平成 31 年 3 月）国土交通省） 
 
 ○ 監督を適切に実施   ⅰ）ⅱ）3） 

会計法第 29 条の 11 又は地方自治法第 234 条の２において、契約の適正な履行を確保するため

必要な監督を実施することが定められている。 

【会計法第 29 条の 11 に規定される監督の実施】  
第二十九条の十一 契約担当官等は、工事又は製造その他についての請負契約を締結した場合に

おいては、政令の定めるところにより、自ら又は補助者に命じて、契約の適正な履行を確保す 
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るため必要な監督をしなければならない。 
出典）「会計法」 
 

【地方自治法第 234 条の２に規定される監督の実施】  
（契約の履行の確保） 

第二百三十四条の二 普通地方公共団体が工事若しくは製造その他についての請負契約又は物

件の買入れその他の契約を締結した場合においては、当該普通地方公共団体の職員は、政令の

定めるところにより、契約の適正な履行を確保するため又はその受ける給付の完了の確認（給

付の完了前に代価の一部を支払う必要がある場合において行なう工事若しくは製造の既済部

分又は物件の既納部分の確認を含む。）をするため必要な監督又は検査をしなければならない。 
出典）「地方自治法」 

 
国土交通省では、「土木工事監督技術基準（案）」において、以下の項目について監督を実施して

いる。 
※「監督」とは、契約図書における発注者の責務を適切に遂行するために、工事施工状況の確認及び把握等
を行い、契約の適正な履行を確保する業務。 

【監督項目】   
 
１．契約の履行の確保 

 (1) 契約図書の内容の把握 

 (2) 施工計画書の受理 

 (3) 施工体制の把握 

 (4) 
契約書及び設計図書に基づく
指示、承諾、協議、受理等 

 (5) 
条件変更に関する確認、調査、
検討、通知 

 (6) 
変更設計図面及び数量等の作
成 

 (7) 関連工事との調整 

 (8) 工程把握及び工事促進指示 

 (9) 
工期変更の事前協議及びその
結果の通知 

 (10) 
契約担当官等への報告（工事
中止、工事事故、出来高等） 

  

 
２．施工状況の確認等 

 (1) 事前調査等 

 (2) 指定された材料の確認 

 (3) 工事施工の立会い 

 (4) 
工事施工状況の確認（段階確
認） 

 (5) 工事施工状況の把握 

 (6) 
建設副産物の適正処理状況
等の把握 

 (7) 
改造請求及び破壊による確
認 

 (8) 
支給材料及び貸与品の確認、
引渡し 

３．円滑な施工の確保 

 (1) 地元対応 

 (2) 関係機関との協議・調整 

４．その他 

 (1) 現場発生品の処理 

 (2) 臨機の措置 

 (3) 事故等に対する措置 

 (4) 工事成績の評定 

 (5) 工事完成検査等の立会 等 
 

出典）「土木工事監督技術基準（案）」（昭和 54 年２月（最終令和 2 年 3 月）国土交通省） 
                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）「会計法」第 29 条の 11 
ⅱ）「地方自治法」第 234 条の２（契約の履行の確保） 
（参考資料） 
１）「工事現場等における施工体制の点検要領」（平成 13 年 3 月国土交通省） 
２）「施工体制台帳等活用マニュアル」（平成 15 年 11 月（最終平成 31 年 3 月）国土交通省） 
３）「土木工事監督技術基準（案）」（昭和 54 年２月（最終令和 2 年 3 月）国土交通省） 
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 ○ 重点的な監督体制を整備   １） 

国土交通省では、主たる工種に新工法・新材料を採用した工事、施工条件が厳しい工事、第三者

に対し影響のある工事、低入札価格調査制度調査対象工事、その他上記に類する工事について、確

認の頻度を増やすこととし、工事の重要度に応じた監督（重点監督）を実施している。 
なお、対象工事は以下のとおりである。 

【重点監督の対象工事】 
イ 主たる工種に新工法・新材料を採用した工事 
・技術活用パイロット工事 
ロ 施工条件が厳しい工事 
・鉄道又は現道上及び、最大支間長 100m 以上の橋梁工事 
・掘削深さ 7m 以上の土留工及び締切工を有する工事 
・鉄道・道路等の重要構造物の近接工事 
・砂防ダム(提高 30m 以上) 
・軟弱地盤上での構造物 
・場所打ち PC 橋 
・共同溝工事 
・ハイピア(躯体高 30m 以上) 
ハ 第三者に対する影響のある工事 
・周辺地域等へ地盤変動等の影響が予想される掘削を伴う工事 
・一般交通に供する路面覆工・仮橋等を有する工事 
・河川堤防と同等の機能の仮締切を有する工事 
ニ その他 
・低入札価格調査制度調査対象工事 
但し、以下のうち、作業等が軽易なものや主たる工種が規格品、二次製品等で容易にその

品質が確認できるものは除く。 
    植栽工事、除草作業、区画線設置工事、伐採作業、堤防天端補修、 
    コンクリート舗装目地補修、照明灯工事、遮音壁工事、防護柵工事、 
    標識工事、その他これに類するもの 
・地方整備局長又は事務所長が必要と認めた工事 

出典）「土木工事監督技術基準（案）」（昭和 54 年２月（最終令和 2 年 3 月）国土交通省） 

 
 ○ 必要な技術的な検査（技術検査）  ２）３） 

工事検査には、会計法第 29 条の 11 第２項の規定に基づく検査（給付の完了の確認）と、品確

法第７条第１項を踏まえ、工事中及び完成時の施工状況の確認及び評価を目的とする技術検査が

ある。 
国土交通省では、工事検査を以下のとおり実施している。 
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【工事検査の種類】  

種
類 

目     的 

検査の位置付け 

適用 給付
の完了
の確認 

技術
検査 

完
成
検
査 

 工事の完成を確認するための検査。 
 請負者からの完成通知を受けた日から１４日以内(民法上

は起算日不算入の原則があるが、検査の時期については起算
日算入となっている)に行う｡ 
 会計法上の検査と技術検査の両方を行う。 
 この検査に合格すれば、発注者から受注者へ請負代金の

支払いが行われ、工事目的物が発注者に引き渡される。 

○ ○ 

契約書第３２
条 
 
技術検査要領 
 第２第２項 

既
済
部
分
検
査 

既
済
部
分
検
査 

 工事の完成前に代価の一部を支払う必要がある場合にお
いて、工事の既済部分を確認するための検査。 
 請負者から出来形部分等の確認の請求を受けた日から１

４日以内に行う。 
 会計法上の検査を行う。 
 この検査に合格すれば、部分払い金の支払いは行うが、

部分払い相当部分の引渡しは行わない。 

○ ※ 

契約書第３８
条 
    ４１

条 
既済部分技術

基準 
（※中間技術

検査と兼ねるこ
とができる。） 

既
済
部
分
検
査 

完
成
部
分
検
査 

 工事の完成前に設計図書で予め指定された部分（以下
「指定部分」という。）の工事目的物が完成した場合に当該部
分を確認するための検査。 
 請負者から指定部分の完成通知を受けた日から１４日以

内に行う。 
 会計法上の検査と技術検査の両方を行う。 
 この検査に合格すれば、部分払い金の支払いを行い、部

分指定部分の引渡しが行われる。 

○ ○ 

契約書第３９
条 
 
技術検査要領 
 第２第２項 
 

中
間
技
術
検
査 

 当該工事の主要工種を考慮（不可視となる工事の埋戻し
の前等、設計図書との整合を確認しておき、できるだけ手戻
りを少なくする等の目的で、請負者に対する中間時点におけ
る"技術指導"の意味合いを持つ）し、工事施工の途中段階で
行われる検査。 
 会計法上の検査は行わず、技術検査のみを行う。 
 検査結果が設計図書と適合するものであっても、代価の

支払いや引渡しはない。 
 当該検査は、契約図書で予めこの検査を実施する旨を明

記しておき、発注者が必要と判断した時に行うものである。
（ただし、検査日については工事工程との調整もあることか
ら請負者の意見も聞いて決めることとなる。 

※ ○ 

技術検査要領 
 第２第３項 
（※既済部分

検査と兼ねる場
合は会計法上の
検査も行う。） 
（検査技術基

準） 

完
成
後
技
術
検
査 

 総合評価方式やＶＥ提案方式など性能規定発注方式等に
よる提案事項について、工事完成後一定期間経過後に、契約
に基づく性能規定、機能が確保されているかどうかを確認す
る検査。 
 性能規定等による契約では、完成検査時にその性能・機

能等を確認することはできないため、工事完成後一定期間経
過後の時点で契約に基づき性能規定の検査（履行の確認）を
行うことになる。 
 ただし、工事目的物そのものは工事完成後に通常の完成

検査（性能規定部分を除く）を行い、引き渡し、対価の支払
いは行われる。検査結果が適合しない場合には、性能規定部
分に関し契約違反としてペナルティが課せられる。 

 ○ 

技術検査基準 
 第５条 

 

 
                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）「会計法」 第 29 条の 11 第２項 
ⅱ）品確法 第７条第１項（発注者の責務） 
（参考資料） 
１）「土木工事監督技術基準（案）にかかる重点監督について」（平成 11 年３月国土交通省） 
２）「公共事業の品質確保のための監督・検査・工事成績の手引き－実務者のための参考書－」（平成 22 年７

月国土交通省） 
３）「地方整備局土木工事技術検査基準（案）」（平成 18 年３月国土交通省） 



指針本文」についての解説 
Ⅱ．発注関係事務の適切な実施について   
１．工事  １－３ 工事施工段階    

 

Ⅱ－116 
 

 
 

部
分
使
用

検
査 

【監督職員による検査（確認を含む）】 
 工事目的物の全部または一部の完成前において、発注者

がこれを使用する必要が生じた場合に行う検査。 
 検査の結果、適合が確認されれば、発注者は請負者の承

諾を得て部分使用することになる。この場合、使用部分は引
き渡しを行わないので、代価の支払いはないが使用部分に関
して双方で文書による確認をしておく必要がある。 

－ ※ 

契約書第３４
条 
（※中間技術

検査による検査
（確認）でも良
い。） 

 
【地方整備局土木工事技術検査基準（案）】  

（中間技術検査） 
第４条 中間技術検査は、当初契約金額１億円以上かつ工期が 6 ヶ月以上の工事、或いは局長又

は分任官工事にあっては事務所長が必要と認めた工事を対象として実施する。ただし、単純工

事（維持、除草、除雪、区画線、植樹管理等）は実施しない。 
２ 中間技術検査の実施は、完成、既済（完済を含む）部分の検査時期、及び当該工事の主要工

種を考慮し、施工上の重要な変化点である段階確認の実施時期等で行うことを原則とする。 
３ 実施回数は、原則２回実施するものとし、その工事の重要度に応じて実施頻度を増減で

きるものとする。なお、既済部分検査を兼ねることができるものとする。 
出典）上段：「公共事業の品質確保のための監督・検査・工事成績の手引き－実務者のための参考書－」 

   （平成 22 年７月国土交通省） 
下段：「地方整備局土木工事技術検査基準（案）」（平成 18 年３月国土交通省） 
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【指針本文】 

（施工現場における労働環境の改善） 
労働時間の適正化、労働・公衆災害の防止、賃金の適正な支払、退職金制度の確立、

社会保険等への加入など労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善に努めることに

ついて、必要に応じて元請業者及び下請業者の指導が図られるよう、関係部署と連携

する。 

こうした観点から、元請業者に対し社会保険等未加入業者との契約締結を禁止する

措置や、請負代金内訳書への法定福利費の明示、社会保険等未加入業者を確認した際

に建設業許可行政庁又は社会保険等担当部局へ通報すること等の措置を講ずることに

より、下請業者も含めてその排除を図る。 

 

下請業者や労働者等に対する円滑な支払を促進するため、支払限度額の見直し等に

よる前金払制度の適切な運用、中間前金払・出来高部分払制度や下請セーフティネッ

ト債務保証事業又は地域建設業経営強化融資制度の活用等により、元請業者の資金調

達の円滑化を図る。 

既に中間前金払制度を導入している場合には、発注者側からその利用を促すこと及

び手続の簡素化・迅速化を図ること等により、受注者にとって当該制度を利用しやす

い環境の整備に努める。 

受注者へ熱中症対策や寒冷対策の実施、快適トイレの設置、ICT 建設機械等の積極

的な導入などを促し、作業の効率化等を実施するよう努める。 
 

【解 説】 
 ○ 労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善   ⅰ）１）２）３）４）５）６）７）  

労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善については、基本方針において、以下のとおり定め

られている。 

【労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善】 
第１ 公共工事の品質確保の促進の意義に関する事項 
 （中略） 
 また、公共工事の品質確保に当たっては、受注者のみならずその下請業者として工事を施

工する専門工事業者や調査等を実施する者、これらの者に使用される技術者、技能労働者等

がそれぞれ重要な役割を果たすことから、これらの者の能力が活用されるとともに、賃金そ

の他の労働条件、安全衛生その他の労働環境が改善されるように配慮されなければならな

い。さらに、発注者と受注者間の請負契約のみならず下請業者に係る請負契約についても、

対等な立場で公正に、市場における労務の取引価格、健康保険法（大正１１年法律第７０

号）等の定めるところにより事業主が納付義務を負う保険料（以下「法定福利費」という。）

等を的確に反映した適正な額の請負代金及び適正な工期又は調査等の履行期で締結され、そ

の代金ができる限り速やかに、かつ、労務費相当分については現金で支払われる等により誠

実に履行されるなど元請業者と下請業者の関係の適正化が図られるように配慮されなければ

ならない。 
これらに加えて、将来にわたる公共工事の品質確保のためには、より一層の生産性の向上

が必要不可欠である。このため、調査等、施工、検査、維持管理の各段階における情報通信

技術の活用等の i-Construction の推進等を通じて建設生産プロセス全体における生産性の向 
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上を図る必要がある。 

出典）「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針」 
(令和元年 10 月閣議決定） 

 
国土交通省では、発注工事に関し「建設産業における生産システム合理化指針」に沿った建設産

業における生産システムの合理化が図られるよう、受注者に対し、その周知に努めることとして

おり、設計図書（現場説明書）に当該指針の順守に関する事項を記載することにより、受注者の指

導の徹底を図っている。 

【建設労働者の雇用条件等の改善】  
建設業者は、建設労働者の雇用・労働条件の改善等を図るため、安定的な雇用関係の確立や

建設労働者の収入の安定等を図りつつ、少なくとも別表 2 に定める事項について措置するもの

とする。 
また、発注者から直接建設工事を請け負った建設業者は、建設労働者の雇用の改善等に関する

法律及び労働安全衛生法の遵守、労働者災害補償保険法に係る保険料の適正な納付、適正な工

程管理の実施等の措置を講じるとともに、その建設工事におけるすべての受注者が別表 2 に定

める事項について措置するよう指導、助言その他の援助を行うものとする。 
別表２（雇用・労働条件の改善に関する部分のみ抜粋） 

（１）建設労働者の雇入れに当たっては、適正な労働条件を設定するとともに、労働条件を明示

し、雇用に関する文書の交付を行うこと。 
（２）適正な就業規則の作成に努めること。この場合、一の事業場に常時 10 人以上の建設労働

者を使用する者にあっては、必ず就業規則を作成の上、労働基準監督署に届け出ること。 
（３）賃金は毎月 1 回以上一定日に通貨でその全額を直接、建設労働者に支払うこと。 
（４）建設労働者名簿及び賃金台帳を適正に調製すること。 
（５）労働時間管理を適正に行うこと。この場合、労働時間の短縮や休日の確保には十分配慮す

ること。 
出典）「建設産業における生産システム合理化指針」（平成３年２月国土交通省） 
 
 
 
 
 
 
 
 
                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）基本方針 第１（公共工事の品質確保の促進の意義に関する事項） 
（参考資料） 
１）「建設産業における生産システム合理化指針」（平成３年２月国土交通省） 
２）「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン」（平成 23 年８月国土交通省） 
３）「建設業法令遵守ガイドライン」（平成 19 年６月（最終平成 29 年 3 月）国土交通省） 
４）「平成 25 年度建設業法令遵守推進本部活動結果等について」（平成 26 年４月国土交通省） 
５）「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」（平成 24 年７月国土交通省） 
６）「もっと女性が活躍できる建設業行動計画」（平成 26 年８月国土交通省・建設業５団体） 
７）「技能労働者への適切な賃金水準の確保について」（平成 25 年３月国土交通省） 
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また、発注者と受注者との間の取引において、建設業法に照らし、受発注者はどのような対応を

とるべきか、また、どのような行為が不適切であるかを明示した「発注者・受注者間における建設

業法令遵守ガイドライン」を策定している。 

【発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドラインの概要】   

 
出典）「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン」（平成 23 年８月国土交通省） 

 
さらに、元請負人と下請負人との関係に関して、どのような行為が建設業法に違反するかを具

体的に示すことにより、法令の不知による法令違反行為を防ぎ、元請負人と下請負人との対等な

関係の構築及び公正かつ透明な取引の実現を図ることを目的とした「建設業法令遵守ガイドライ

ン」を策定している。 
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【元請負人と下請負人間における建設業法令遵守ガイドラインの概要】  

 
出典）「建設業法令遵守ガイドライン」（平成 19 年６月（最終平成 29 年 3 月）国土交通省） 

 
こうした建設業法令遵守や元請下請関係の適正化に関する取組の一つとして、国土交通省各地

方整備局等に建設業法令遵守推進本部が設置されており、平成 26 年度建設業法令遵守推進本部活

動方針において、発注部局や関係機関との連携を図りながら、社会保険等未加入対策の推進や公

共工事における「元請下請契約の適正化」に関する立入検査の強化などについて対応することが

記載されている。 

【平成 26 年度建設業法令遵守推進本部活動方針】  
Ⅰ  重点的課題とその対応 
１．社会保険未加入対策の推進 
社会保険未加入対策強化の一環として、平成２６年８月１日以降、国土交通省直轄工事で

は、元請業者及び下請代金の総額が３，０００万円以上の工事における一次下請業者につい

て、社会保険等加入業者に限定するとともに、２次以下の下請業者についても、社会保険等

に未加入である場合は、建設業担当部局による加入指導等を実施していくこととなった。 
また、今後、関係者に詳細を周知するとともに、他の発注者にも同様の対応を呼びかけて

いくこととなった。 
ついては、その実施に当り、発注部局や関係機関との連携を図りながら、円滑かつ適切な

対応に努めること。 
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２．公共工事における「元請下請契約の適正化」に関する立入検査の強化 
平成２５年４月に続き平成２６年２月に適用された公共工事設計労務単価が大幅に引き

上げられたこと、予定価格の適切な設定やダンピング防止に関する措置の強化等が盛り込ま

れた品確法及び入札契約適正化法の一部改正法案が、今通常国会において審議されているこ

と等から、公共工事の受発注者間における契約価格の適正化が期待されるところである。 
こうしたことを踏まえ、公共工事の元請・下請間においても、これまで以上に建設業法を

遵守した適正な契約を徹底する必要があることから、公共工事における元請下請契約の適正

化に関する立入検査等を強化すること。その際、施工体制台帳の記載事項を十分に活用する

こと。 
出典）「平成 25 年度建設業法令遵守推進本部活動結果等について」（平成 26 年４月国土交通省） 

 
社会保険等への加入を徹底するためには、技能労働者を雇用している下請企業等が、保険料を

払うための法定福利費を適切に確保していくことが必要不可欠であり、国土交通省をはじめとす

る関係者が一体となって、各専門工事業団体が作成した標準見積書の活用等による法定福利費を

内訳明示した見積書の普及に取り組んでいる。 

【標準見積書を活用した法定福利費の確保】  

 
出典）国土交通省作成資料 
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【週休 2 日の労務費、機械経費（賃料）、間接工事費の補正】 

 
出典）「発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会  

建設生産・管理システム部会」（令和 2 年 2 月国土交通省） 

 
女性も活躍できる現場環境の整備は、男女問わず誰もが働きやすく活躍できる現場づくりにつ

ながることから、女性の更なる活躍を目指す「もっと女性が活躍できる行動計画」にも現場環境の

整備を位置づけ、官民挙げた取組を推進することとしている。 
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【女性活躍推進に関する新計画策定について（案）】 

 
【「新計画策定委員会」－会議体の構成について－】 

 
 

出典）「建設業における女性活躍推進に関する新計画策定のための委員会」 
（令和元年 7 月(第 1 回）国土交通省・建設業５団体※１・建設産業女性活躍推進ネットワーク※２） 

※１（一社）日本建設業連合会、（一社）全国建設業協会、（一社）全国中小建設業協会、（一社）建設産業
専門団体連合会、（一社）全国建設産業団体連合会 

※２ 女性活躍を推進する団体間の交流や情報共有することを目的としたネットワーク 
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【女性の定着促進に向けた建設産業行動計画】 

 
出典）「女性の定着促進に向けた建設産業行動計画～働きつづけられる建設産業を目指して～Plan for 

Diverse Construction Industry where no one is left behind」（令和 2 年 1 月国土交通省） 
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 ○ 元請業者に対し社会保険等未加入業者との契約締結を禁止する措置   １）   

国土交通省では、社会保険等未加入対策について、元請業者だけでなく、下請業者も対象に含め

て取り組んでいる。 
具体的な手法は、以下のとおりである。 
・契約上の義務として元請業者に対し社会保険等未加入業者との契約締結を禁止し、違反した

場合は、元請業者に対し、制裁金の請求や、指名停止、工事成績評定の減点の措置を講ずる。 
・社会保険等未加入業者を確認した際に、加入指導を実施し、又は建設業許可行政庁又は社会保

険等担当部局へ通報する。 

 

【国土交通省における社会保険等未加入対策】（再掲） 

 
 

出典）国土交通省作成資料 
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また、一次下請業者の社会保険等の加入状況の確認方法については、施工体制台帳や再下請負

通知書における「健康保険等の加入状況」欄により確認している（下請業者に変更があった際に

は、これらの文書を速やかに提出するよう求め、加入状況を確認している）。 

【施工体制台帳の確認】  

 
出典）国土交通省作成資料 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                        
（参考資料） 
１）「発注者と建設業所管部局が連携した建設業者の社会保険等未加入対策について」 

（平成 26 年５月国土交通省） 
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 ○ 下請業者や労働者等に対する円滑な支払を促進   １）２）３）４）５）  

総務省及び国土交通省は、各地方公共団体に対し、下請業者や労働者等に対する円滑な支払の

促進に資する前金払・中間前金払の導入・拡大の促進について、以下のとおり要請している。 

【前金払・中間前金払の導入・拡大の促進】 
建設企業が応急復旧工事等を円滑に実施するためには、当該建設企業が着工に必要な人員・

資機材等を円滑に確保できるよう、前金払（中間前金払を含む。以下同じ。）を適切に実施する

ことが重要であることから、未導入の団体については早急にその導入を図るとともに、地方自

治法施行令等の規定により前金払をすることができる工事については、受注者である建設企業

の意向も踏まえ、できる限り速やかに前金払を行うなど、前金払の迅速かつ円滑な実施に努め

ること。 
出典）「公共工事の円滑な施工確保について」（令和２年１月総務省・国土交通省） 

 

【前金払の活用】  
  

 
 

出典）国土交通省作成資料 
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 ○ 中間前金払制度   ５） 

「中間前金払制度」とは、工期の２分の１を経過していること、工程表によりその時期までに実

施すべき工事が行われていること、既に行われた工事に要する経費が請負代金額の２分の１以上

に達することを発注者が認定し、発注者が当初の前払金に加え、請負代金額の２割以内の前払金

を追加支出する制度である。 
国土交通省では、中間前金払に係る手続の簡素化・迅速化に取り組んでいる。 

【中間前金払に係る手続の簡素化・迅速化】 

 
(１) 「公共工事の代価の中間前金払に係る認定等の取扱について」(昭和 47 年７月 25 日建設省

会発第 634 号)における認定資料としては、工事請負契約書（「工事請負契約書の制定につい

て」（平成７年６月 30日付け建設省厚契発第 25号）の別冊をいう。以下同じ。）第 11 条に

基づく履行報告書をもって足りることとする。 

(２) 設計図書の変更指示書に基づき、新規工種等の追加指示が行われていれば、当該新規工種

等の追加に係る契約書の変更が行われていなくても、当該新規工種等に係る出来高を、認定

対象とする出来高に含めることができるものとする。 

(３) 工事請負契約書第 34 条第４項に基づく中間前払金に係る認定の請求があった場合は、直ち

に認定を行い、結果を通知することとしているが、受注者が提出する資料に内容の不備若し

くは提出の遅滞があったとき又は連休期間前その他特別の事情があるときを除き、当該請求

を受けた日から遅くとも７日以内に当該通知を行うこととする。また、工事請負契約書第 34

条第３項に基づく中間前払金の支払請求があったときは、当該支払請求を受けた日から 14 日

以内に当該支払を行うことと定めているところであるが、手続の一層の迅速化に努めるこ

と。 

出典）「公共工事の代価の中間前金払及び既済部分払等の手続の簡素化・迅速化の促進について」 
（令和 2 年 3 月国土交通省） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                        

  

（参考資料） 
１）「公共工事の円滑な施工確保について」（令和２年１月総務省・国土交通省） 
２）「中間前金払制度の創設等について」（平成 11 年２月国土交通省） 
３）「地域建設業経営強化融資制度について」（平成 20 年 10 月国土交通省） 
４）「公共工事に係る工事請負代金の譲渡を活用した融資制度について」 

（平成 14 年 12 月（最終平成 22 年 12 月）国土交通省） 
５）「公共工事の代価の中間前金払及び既済部分払等の手続の簡素化・迅速化の促進について」 

（平成 10 年 11 月国土交通省） 
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【地方自治体における中間前払金制度の導入・活用の促進について】 

 

 

出典）「建設業者の経営支援等について 3.資金繰り対策」（平成 29 年 4 月国土交通省関東地方整備局 HP） 
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 ○ 出来高部分払制度   １） 

「出来高部分払制度」とは、工事の完成前に工事の出来高等に応じて短い間隔で部分払いを行

う制度である。 
国土交通省では、以下のとおり、出来高部分払制度を運用している。 

【出来高部分払方式とは】 
＜出来高部分払の目的＞ 
出来高部分払方式は、支払いの間隔が長く回数の少ない、現行の前金払方式から、受発注者

が相互にコスト意識を持ち、短い間隔で出来高に応じた部分払や設計変更協議を実施し、円滑

かつ速やかな工事代金の流通を確保することによって、より双務性及び質の高い施工体制の確

保を目指すもの。 
＜対象となる工事＞ 
 工期が１８０日を超える工事 
＜支払回数＞ 
受注者は、前金の他に出来高に応じて区切の良い時に部分払を請求できる。請求に対し、検

査職員は既済部分検査を実施する。なお、約９０日に１回の頻度で請求できる。 
＜留意事項＞ 
前金払は、請負代金額の 40％以内を分割払（当初 20％、年度内の出来高が 2 割を達成もし

くは４ヶ月経過で残り 20％以内。ただし、工期 270 日以下の工事では、4 ヶ月を 2 ヶ月に短

縮）。 

出来高部分払いのイメージ 
出典）国土交通省作成資料 
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（参考資料） 
１）「出来高部分払方式の実施について」（平成 22 年９月国土交通省） 
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 ○ 下請セーフティネット債務保証事業、地域建設業経営強化融資制度   １）２）３）４）  

下請セーフティネット債務保証事業及び地域建設業経営強化融資制度の概要については、以下

のとおりである。 

【下請セーフティネット債務保証事業と地域建設業経営強化融資制度】  

 

出典）国土交通省作成資料 
 
国土交通省では、これら制度を運用する上で必要となる債権譲渡に 
ついては、公共工事標準請負契約約款第 5 条ただし書に基づき認めることとしている。 

【債権譲渡】 
（権利義務の譲渡等） 

第五条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはな

らない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りではない。 
 

注 ただし書の適用については、たとえば、受注者が第三十二条第二項の検査に合格した後に請負代金債

権を譲 渡する場合や工事に係る請負代金債権を担保として資金を借り入れようとする場合（受注者が、

「下請セーフティネット債務保証事業」（平成十一年一月二十八日建設省経振発第八号）又は「地域建設

業経営強化融資制度」（平成二十年十月十七日国総建第百九十七号、国総建整第百五十四号）により資金

を借り入れようとする等の場合）が該当する。 

 

２ 受注者は、工事目的物並びに工事材料（工場製品を含む。以下同じ。）のうち第十三条第二項の規定に

よる検査に合格したもの及び第三十八条第三項の規定による部分払のための確認を受けたものを第三

者に譲渡し、貸与し、又は抵当権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、発注

者の承諾を得た場合は、この限りでない。 
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３ 受注者が前払金の使用や部分払等によってもなおこの契約の目的物に係る工事の施工に必要 な資金

が不足することを疎明したときは、発注者は、特段の理由がある場合を除き、受注者の 請負代金債権の

譲渡について、第一項ただし書の承諾をしなければならない。 

４ 受注者は、前項の規定により、第一項ただし書の承諾を受けた場合は、請負代金債権の譲渡 により得

た資金をこの契約の目的物に係る工事の施工以外に使用してはならず、またその使途 を疎明する書類を

発注者に提出しなければならない。 注第三項を使用しない場合は、同項及び第四項を削除する。 

出典）「公共工事標準請負契約約款」（昭和 25 年２月（最終令和元年年 12 月）中央建設業審議会） 

 
【公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡を活用した融資制度】 

 建設業の資金調達の円滑化を推進するため、「公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡を活

用した融資制度について」に基づく下請セーフティネット債務保証事業を拡充し、中小・中堅

元請建設業者が有する公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡先に一定の民間事業者を追加

し、当該一定の民間事業者が中小・中堅元請建設業者に転貸融資を行う場合にも財団法人建設

業振興基金が債務保証を行うことができることとするとともに、転貸融資に併せて金融機関が

当該中小・中堅元請建設業者に融資を行う場合に保証事業会社が金融保証を行うことができる

こととする地域建設業経営強化融資制度を創設し、当分の間、下記のとおり実施することとし

たので、積極的に活用されたい。なお、国土交通省の直轄工事においても、このたび本制度に

係る工事請負代金債権の譲渡を認めることとしたところであるので、念のため申し添える。 
出典）「地域建設業経営強化融資制度について」（平成 20 年 10 月国土交通省） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                        

  

（参考資料） 
１）「工事請負契約書の制定について」（平成７年６月（最終平成 31 年 8 月）国土交通省） 
２）「中間前金払制度の創設等について」（平成 11 年２月国土交通省） 
３）「地域建設業経営強化融資制度について」（平成 20 年 10 月国土交通省） 
４）「公共工事に係る工事請負代金の譲渡を活用した融資制度について」（平成 14 年 12 月（最終平成 22 年 12

月）国土交通省） 
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【指針本文】 

（受注者との情報共有や協議の迅速化等） 
設計思想の伝達及び情報共有を図るため、設計者、施工者、発注者（設計担当及び

工事担当）が一堂に会する会議（地質調査業者、専門工事業者、建築基準法（昭和 25

年法律第 201 号）第２条に規定する工事監理者も適宜参画）を、施工者が設計図書の

照査等を実施した後及びその他必要に応じて開催するよう努める。 

また、クリティカルパスを明示した工事工程について、受発注者間で共有し、受注

者からの協議等について、速やかかつ適切な回答（ワンデーレスポンス等）に努める。 

変更手続の円滑な実施を目的として、設計変更が可能になる場合の例、手続の例、

工事一時中止が必要な場合の例及び手続に必要となる書類の例等についてとりまとめ

た指針 1）の策定に努め、これを活用する。 

設計変更の手続の迅速化等を目的として、発注者と受注者双方の関係者が一堂に会

し、設計変更の妥当性の審議及び工事の中止等の協議・審議等を行う会議を、必要に

応じて開催するよう努める。 

工事に関する情報の集約化・可視化を図るため、BIM/CIM や３次元データを積極的

に活用するとともに、さらに情報を発注者と受注者双方の関係者で共有できるよう、

情報共有システム等の活用の推進に努める。また、材料検査や出来形確認などの現場

臨場を要する検査については、ウェアラブルカメラ等を活用し、発注者と受注者双方

の省力化の積極的な推進に努め、情報共有が可能となる環境整備を行う。 

また、受発注者双方の省力化のため、書類の簡素化を積極的に推進する。 
             

参考 

1）例えば、工事請負契約における設計変更ガイドライン（総合版）」（国土交通省 関東地方整備局）

など。 
 

【解 説】 

○ 設計思想の伝達及び情報共有   １） 

国土交通省では、設計者、施工者、発注者が一堂に会する会議（三者会議）を開催し、必要に応

じて専門工事業者も適宜参画したうえで、設計思想の伝達及び情報共有に努めている。 

【三者会議の概要】 
（１）開催時期 
三者会議は、施工者が設計図書を照査した後に開催するものとする。なお、現場条件の特殊

性等に応じ、複数回開催することができる。 
（２）参加者 
設計者（管理技術者等）、施工者（現場代理人等）及び発注者とし、発注者は設計、工事発注、

工事監督の各担当の出席を基本とする。なお、必要に応じて専門の工事業者等を参加させるこ

とができる。 
（３）参加者の主な役割 
以下①～④に関する質疑応答を通じて、参加者間の情報共有を図る。 
①設計者から、設計業務の成果品により設計意図の説明を行う。 
②発注者（設計担当）から、施工上の留意事項等の説明を行う。 
③発注者（工事発注及び工事監督担当）から、工事着手に当たっての協議調整状況や現地

条件等の説明を行う。 
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④施工者から、設計図書の照査を踏まえた現場条件に適した技術提案等の説明を行う。 

出典）「土木工事における設計者、施工者及び発注者間の情報共有等について」 
（平成 21 年５月国土交通省） 

 

【三者会議】 

 
出典）「発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会」 

（平成 30 年 8 月国土交通省） 

 

【三者会議（イメージ）】  

 
出典）国土交通省作成資料 

国土交通省では、営繕工事において、設計意図の的確な反映のため、設計意図を遅延なく伝達す

る取組や生産性向上に向けた施工段階における関係者間調整の円滑化に努めている。 
                          

  

（参考資料） 
１）「土木工事における設計者、施工者及び発注者間の情報共有等について」（平成 21 年５月国土交通省） 
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 ○ 受注者からの協議等   １） 

国土交通省では、現場の問題発生に対する迅速な対応の実施により、問題解決の迅速化を図る

ため、受注者からの協議等に対して即日対応を基本とする取組（ワンデーレスポンス）を実施して

いる。 
※「協議」とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者又は監督職員と受注者が対等の立場で合
議し、結論を得ることをいう。（土木工事共通仕様書（案）（平成 25 年３月国土交通省）） 

【ワンデーレスポンス（イメージ）】 

 

出典）国土交通省作成資料 
 

【ワンデーレスポンスの実施方法】 
・基本は「即日対応」 
（１）受注者からの質問、協議への回答は、基本的に「その日のうちに」とする。 
（２）即日回答が困難な場合は、いつまでに回答が必要なのかを受注者に確認のうえ「回答期

限」を予告するなど、次の段取りができるような回答をその日のうちにする。 
（３）予告した「回答期限」を超過する場合は、明らかになった時点で速やかに受注者に新た

な「回答期限」を連絡する。 
出典）「工事監督におけるワンデーレスポンスの実施について」（平成 19 年３月国土交通省） 

 
 ○ 変更手続の円滑な実施   ２） 

国土交通省では、設計変更に伴う契約変更の取扱いや工事の一時中止に伴う取扱い等について、

受発注者間の共通の目安となるガイドラインを策定している。 
  

・ワンデーレスポンスとは、
受注者からの問い合わせ等に対して、１日あるいは適切な期限までに対応することである。

国民

施工者 発注者

●工期短縮によるコスト縮減
●企業の経営向上

●業務能率向上

●経済効果（インフラの早期完成）
●国民満足度の向上

●施工品質の向上

●受発注者双方の意識改革
●経験や技術力の伝承

施工者
相談

回答
発注者

●目的意識の明確化（工事期間短縮が施工者、発注者、
ひいては国民に良い効果を導き出す）

●発注者と施工者の情報共有（連携強化）
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【設計変更ガイドライン・工事一時中止ガイドライン】  

 
出典）国土交通省作成資料 

 

なお、公共建築工事については、「営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン（案）」（平成 27 年

５月（最終平成 29 年３月）国土交通省）を策定している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                        

  

（参考資料） 
２）「工事監督におけるワンデーレスポンスの実施について」（平成 19 年３月国土交通省） 
１）「営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン（案）」 

（平成 27 年５月（最終平成 29 年３月）国土交通省） 
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 ○ 設計変更の手続の迅速化   

国土交通省では、受発注者双方が一堂に集まり、その場で変更の妥当性や工事の一時中止の判

断などを協議する会議（設計変更審査会）を開催し、設計変更の手続の迅速化に努めている。 

【設計変更審査会（イメージ）】  

 

出典）国土交通省作成資料 
 
○ BIM/CIM や３次元データの活用と情報共有システムの活用 

生産性革命のエンジン、ＢＩＭ/ＣＩＭ 
○BIM/CIM（Building/Construction Information Modeling Management）とは、計画・調査・設

計段階から３次元モデルを導入し、その後の施工、維持管理の各段階においても、情報を充実させ

ながらこれを活用し、あわせて事業全体にわたる関係者間で情報を共有することにより、一連の

建設生産システムにおける受発注者双方の業務効率化・高度化を図るもの 

 

・設計変更審査会とは、
設計変更の手続の透明性と公平性の向上及び迅速化を目的として、発注者と請負者が

設計変更の妥当性の審議及び工事の中止等の協議・審議等を行う取り組み

・設計変更の妥当性審議

（設計変更ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ活用）
・設計変更手続きに伴う

工事中止の判断等

設計変更、先行施工承認に反
映

・（技）副所長
・工務課長
・主任監督員
等

・現場代理人
・監理技術者
等

設計変更審査会

やりとりの例
・用地取得難航による施工方法の変更
協議
・地下水位の変更に伴う土留め工法の
変更
・天災等に伴う工事中止の判断及び中
止に伴う増加費用の協議

施工者 発注者
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【指針本文】 

１－４ 工事完成後 

（適切な技術検査・工事成績評定等） 

受注者から工事完成の通知があった場合には、契約書等に定めるところにより、定

められた期限内に工事の完成を確認するための検査を行うとともに、同時期に技術検

査も行い、その結果を工事成績評定に反映させ、受注者へ速やかに通知する。 

技術検査については、施工について改善を要すると認めた事項や現地における指示

事項を書面により受注者に通知する。 

各発注者は、工事成績評定を適切に行うために必要となる要領 1）や技術基準をあら

かじめ策定する。 

また、ICT の積極的な活用により、検査書類等の簡素化や作業の効率化に努めると

ともに、必要に応じて、発注者及び受注者以外の者であって品質管理に係る専門的な

知識又は技術を有する第三者による品質証明制度や ISO9001 認証の活用に努める。 

工事の実績等については、コリンズを積極的に活用し、発注者間での情報の共有に

努める。 

さらに工事の成果は、将来の維持管理業務に有効活用出来るようにするとともに、

将来の AI 活用等によるデータ利活用環境の構築のため、受注者が適切な形式で保存し

た電子データを工事の成果品として受領し、適切な期間保存する。その際、オンライ

ン電子納品の推進に努めるとともに、データがクラウド上で簡単にアクセスできる環

境を構築するよう努める。 

地盤状況に関する情報の把握のための地盤調査（ボーリング等）を行った際には、

位置情報、土質区分、試験結果等を確認するとともに、情報を関係者間で共有できる

よう努める。 

（完成後一定期間を経過した後における施工状況の確認・評価） 

工事の性格、地域の実情等を踏まえ、必要に応じて完成後の一定期間を経過した後

において施工状況の確認及び評価を実施するよう努める。 

（工事の目的物の適切な維持管理） 

工事の目的物（橋梁、トンネル、河川堤防、公共建築物、港湾施設等（既に完成し

ているものを含む。）をいう。以下同じ。）を管理する者は、その品質が将来にわた

り確保されるよう、適切に点検、診断、維持、修繕等を実施し、その際３次元データ

やICTの活用に努めるとともに、工事の目的物の維持管理に係る計画策定、業務・工事

発注準備等の各段階において、発注関係事務を適切に実施するよう努める2）。また、

権限代行による事業の整備など、工事の発注者と工事の目的物を管理する者が異なる

場合においても同様に、工事の目的物を管理する者は発注関係事務を適切に実施する

よう努める。 
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参考 

1)例えば、「請負工事成績評定要領」（国土交通省）など。 
2)ビルメンテナンス業務については、「ビルメンテナンス業務に係る発注関係事務の運用に関するガイ

ドライン」（厚生労働省）を活用すること。 

 

【解 説】 
 ○ 工事の完成を確認するための検査、技術検査   ⅰ）ⅱ）１） 

工事検査には、会計法第 29 条の 11 第２項の規定に基づく検査（給付の完了の確認）と、品確

法第７条第１項を踏まえ、工事中及び完成時の施工状況の確認及び評価を目的とする技術検査が

ある。 
国土交通省では、工事検査を以下のとおり実施している。 

【工事検査の種類】（再掲）  

種類 目     的 

検査の位置付け 

適用 給付
の完了
の確認 

技術
検査 

完
成
検
査 

 工事の完成を確認するための検査。 
 請負者からの完成通知を受けた日から１４日以内(民法上

は起算日不算入の原則があるが、検査の時期については起算
日算入となっている)に行う｡ 
 会計法上の検査と技術検査の両方を行う。 
 この検査に合格すれば、発注者から受注者へ請負代金の

支払いが行われ、工事目的物が発注者に引き渡される。 

○ ○ 

契約書第３２
条 
 
技術検査要領 
 第２第２項 

既
済
部
分
検
査 

既
済
部
分
検
査 

 工事の完成前に代価の一部を支払う必要がある場合にお
いて、工事の既済部分を確認するための検査。 
 請負者から出来形部分等の確認の請求を受けた日から１

４日以内に行う。 
 会計法上の検査を行う。 
 この検査に合格すれば、部分払い金の支払いは行うが、

部分払い相当部分の引渡しは行わない。 

○ ※ 

契約書第３８
条 
    ４１

条 
既済部分技術

基準 
（※中間技術

検査と兼ねるこ
とができる。） 

完
成
部
分
検
査 

 工事の完成前に設計図書で予め指定された部分（以下
「指定部分」という。）の工事目的物が完成した場合に当該部
分を確認するための検査。 
 請負者から指定部分の完成通知を受けた日から１４日以

内に行う。 
 会計法上の検査と技術検査の両方を行う。 
 この検査に合格すれば、部分払い金の支払いを行い、部

分指定部分の引渡しが行われる。 

○ ○ 

契約書第３９
条 
 
技術検査要領 
 第２第２項 
 

 
 
 

 
 
                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）「会計法」第 29 条の 11 第２項 
ⅱ）品確法 第７条第１項（発注者の責務） 
（参考資料） 
１）「公共事業の品質確保のための監督・検査・工事成績の手引き－実務者のための参考書－」 

（平成 22 年７月国土交通省） 
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中
間
技
術
検
査 

 当該工事の主要工種を考慮（不可視となる工事の埋戻し
の前等、設計図書との整合を確認しておき、できるだけ手戻
りを少なくする等の目的で、請負者に対する中間時点におけ
る"技術指導"の意味合いを持つ）し、工事施工の途中段階で
行われる検査。 
 会計法上の検査は行わず、技術検査のみを行う。 
 検査結果が設計図書と適合するものであっても、代価の

支払いや引渡しはない。 
 当該検査は、契約図書で予めこの検査を実施する旨を明

記しておき、発注者が必要と判断した時に行うものである。
（ただし、検査日については工事工程との調整もあることか
ら請負者の意見も聞いて決めることとなる。 

※ ○ 

技術検査要領 
 第２第３項 
（※既済部分

検査と兼ねる場
合は会計法上の
検査も行う。） 
（検査技術基

準） 

完
成
後
技
術
検
査 

 総合評価方式やＶＥ提案方式など性能規定発注方式等に
よる提案事項について、工事完成後一定期間経過後に、契約
に基づく性能規定、機能が確保されているかどうかを確認す
る検査。 
 性能規定等による契約では、完成検査時にその性能・機

能等を確認することはできないため、工事完成後一定期間経
過後の時点で契約に基づき性能規定の検査（履行の確認）を
行うことになる。 
 ただし、工事目的物そのものは工事完成後に通常の完成

検査（性能規定部分を除く）を行い、引き渡し、対価の支払
いは行われる。検査結果が適合しない場合には、性能規定部
分に関し契約違反としてペナルティが課せられる。 

 ○ 

技術検査基準 
 第５条 

部
分
使
用

検
査 

【監督職員による検査（確認を含む）】 
 工事目的物の全部または一部の完成前において、発注者

がこれを使用する必要が生じた場合に行う検査。 
 検査の結果、適合が確認されれば、発注者は請負者の承

諾を得て部分使用することになる。この場合、使用部分は引
き渡しを行わないので、代価の支払いはないが使用部分に関
して双方で文書による確認をしておく必要がある。 

－ ※ 

契約書第３４
条 
（※中間技術

検査による検査
（確認）でも良
い。） 

 

出典）「公共事業の品質確保のための監督・検査・工事成績の手引き－実務者のための参考書－」 
（平成 22 年７月国土交通省） 

 
 ○ 工事成績評定を適切に行うために必要となる要領や技術基準   １）２）３）４） 

国土交通省では、工事の適正かつ能率的な施工を確保するとともに、工事に関する技術水準の

向上を図ることを目的に、請負工事の工事成績評定を実施している。 
工事成績の評定点は考査項目ごとに評価を行い、基礎点（65 点）と加減点の合計により算出し

ている。 
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【工事成績評定制度の概要】 

 

出典）国土交通省作成資料 

 
国土交通省では、一部の地方整備局において、市町村等における工事成績評定時の参考となる

よう、「小規模（市町村）工事成績評定要領（案）」を作成している。 

 
○ 工事の目的物の適切な維持管理の実施   

建築分野に関し、国土交通省では、安全性及び執務環境の確保、ストックの長期的耐用性の確

保、ライフサイクルコストの低減及び環境負荷の低減を図ることを保全の目標として、官庁施設

の保全に関する技術基準等の整備、会議・講習会の開催、実地における保全指導などの施策を実施

している。 

 
 
 
 

                        

  

（参考資料） 
１）「請負工事成績評定要領の一部改正について」（平成 22 年３月国土交通省） 
２）「請負工事成績評定要領の運用の一部改正について」（平成 25 年３月（最終平成 26 年５月）国土交通省）
３）「請負工事成績評定要領」（平成 13 年３月（最終平成 22 年３月）国土交通省） 
４）「小規模（市町村）工事成績評定要領（案）」（平成 22 年２月国土交通省中部地方整備局） 



指針本文」についての解説 
Ⅱ．発注関係事務の適切な実施について   
１．工事  １－５ その他    
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【指針本文】 

１－５ その他 

 

発注者と競争参加者双方の負担を軽減し、競争性を高める観点から、入札及び契約

に関する ICT の活用の推進、書類・図面等の簡素化及び統一化を図るとともに、競争

参加者の資格審査などの手続の統一化に努める。 

【解 説】 
 ○ 入札及び契約のＩＣＴ化の推進   
国土交通省では、ＩＣＴ活用の取組の一環として、競争性の向上、競争参加者の人件費・移動コ

ストの低減、重複入力等による事務負担の軽減等を図るため、平成 15 年度より電子入札を全面実

施している。 

【国土交通省電子入札システム】 
電子入札は、従来の紙による入札情報（調達案件内容）の入手や入開札までの一連の行為と制

度的に同じことを手元のパソコンからインターネットを介して行います。 これにより、場所や

時間の制約を最小限として競争参加資格確認申請から入札参加者への落札決定の通知までの業

務が電子的に実現されます。 
電子入札システムでは、暗号化技術および電子認証技術を用いインターネット利用における安

全かつ公平な電子入札の効率的な実施を実現しています。 

 
〔電子入札の効果〕 
 
・競争性の向上 

参加条件を満たす者は容易に参加でき、競争性が高まります。 
・コストの縮減 

応札者の人件費、移動コストが減少し、建設コストの縮減につながります。 
・事務の効率化 
公示、応札案件情報提供、技術提案書提出および開札行為の電子化により、事務負担の軽減及

び業務の効率化が図れます。 
出典）「国土交通省電子入札システム HP」 
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【入札契約手続を効率化する電子入札（イメージ）】  

出典）「電子入札パンフレット」（平成 14 年２月国土交通省） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                        

  

 



指針本文」についての解説 
Ⅱ．発注関係事務の適切な実施について   
１．工事  １－５ その他    
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 ○ 入札及び契約に関する書類、図面等の簡素化・統一化   １） 

国土交通省では、情報共有システム（監督職員及び受注者の間の情報を電子的に交換・共有する

ことにより業務効率化を実現するシステム）の活用により、工事帳票の処理の迅速化や工事帳票

の整理作業の軽減、検査準備作業の軽減、情報共有の迅速化等の受発注者の業務の効率化に取り

組んでいる。 
具体的には、工事の施工中において、スケジュールや工事書類の管理共有機能、決裁機能（ワー

クフロー）、電子納品データの作成支援機能等を備えたアプリケーションソフトを、インターネッ

トを通じて活用することにより、受発注者間で効率的に情報共有が可能となる。 

【情報共有システムによる業務の効率化・簡素化（イメージ）】  

 
出典）国土交通省作成資料 
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（参考資料） 
１）「土木工事の情報共有システム活用ガイドライン」（平成 26 年７月国土交通省） 


